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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第２四半期
連結累計期間

第77期
第２四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 48,031 56,998 104,456

経常利益 (百万円) 2,308 3,248 4,579

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,913 2,303 3,947

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,469 2,567 4,631

純資産額 (百万円) 28,580 32,896 30,742

総資産額 (百万円) 81,712 80,534 84,554

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 55.68 67.02 114.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.6 39.3 35.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,311 △4,173 4,611

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △41 3,124 △1,773

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 227 △678 △458

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 29,354 25,550 27,001

回次
第76期

第２四半期
連結会計期間

第77期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 35.06 41.50

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっている。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数

値で前連結会計年度との比較・分析を行っている。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の順調な拡大と雇用情勢の着実な改善により、設

備投資の増加と個人消費の持ち直しが続いており、緩やかな景気回復が持続している。

また、海外経済も、けん引役の米国経済が好調で、ヨーロッパやアジアでも緩やかな景気の回復が続いている

が、米中貿易摩擦問題、米国の金利政策、中国経済の減速、中東情勢等、堅調な世界経済を冷やしかねないリス

ク要因が多く、先行き不透明感が増している。

国内建設市場においては、政府建設投資が若干減少すると予想されているが、製造業の生産設備や宿泊施設等、

旺盛な民間建設需要に支えられ、今年度の建設投資も56兆円台の高水準を維持する見通しである。

このような状況のなか、当社グループは中期経営計画「中計77」の主要施策を確実に遂行し、国内外でソリュ

ーション営業を積極的に展開して受注拡大に努める一方、原価管理の徹底や、ＢＩＭ・タブレット端末等の先進

的ＩＣＴ技術の活用により生産性の向上を図り、工事収益を増強していく。また、政府が推進する働き方改革に

呼応した職場環境の改善にも取り組んでいる。

当第２四半期連結累計期間の経営成績は以下のとおりとなった。

売上高は、前年同四半期に比べ89億66百万円増加し、569億98百万円(前年同四半期比18.7%増)となった。売上

高の内容として、前年同四半期に比べ、建設事業は89億53百万円増加し、564億16百万円(前年同四半期比18.9%

増)となり、不動産事業他は12百万円増加し、５億81百万円(前年同四半期比2.3%増)となった。

営業利益は、前年同四半期に比べ８億19百万円増加し、29億32百万円(前年同四半期比38.8%増)となった。経常

利益は、前年同四半期に比べ９億40百万円増加し、32億48百万円(前年同四半期比40.7%増)となった。また、親会

社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期に比べ３億89百万円増加し、23億３百万円(前年同四半期比

20.4%増)となった。

当連結会計年度は、中期経営計画「中計77」の最終年度であるが、当第２四半期連結累計期間においては、建

設事業の受注高が前年同四半期に比べ減少しており、厳しい環境ではあるが、引き続き、中期経営計画「中計

77」の主要施策を確実に遂行し、当連結会計年度末において、中期経営計画「中計77」の目標達成を目指す。

(注) 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

セグメントごとの経営成績は次のとおりである。(セグメント間の内部売上高等を含めて記載している。)

建設事業

日本

当社グループの建設事業の日本における受注高は、411億64百万円(前年同四半期比9.5%減)となった。

売上高は、前年同四半期に比べ100億51百万円増加し、409億19百万円(前年同四半期比32.6%増)となり、売

上高の増加などにより、営業利益は、前年同四半期に比べ９億44百万円増加し、23億50百万円(前年同四半期

比67.1%増)となった。
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東南アジア

当社グループの建設事業の東南アジアにおける受注高は、109億31百万円(前年同四半期比25.3%増)となっ

た。

売上高は、前年同四半期に比べ10億97百万円減少し、154億97百万円(前年同四半期比6.6%減)となり、売上

高の減少などにより、営業利益は、前年同四半期に比べ１億46百万円減少し、２億63百万円(前年同四半期比

35.8%減)となった。

不動産事業

日本

賃貸事業を中心とする不動産事業の日本における売上高は、前年同四半期に比べ９百万円増加し、５億９

百万円(前年同四半期比1.9%増)となり、売上高の増加などにより、営業利益は、前年同四半期に比べ８百万

円増加し、２億90百万円(前年同四半期比2.9%増)となった。

　

東南アジア

不動産事業の東南アジアにおける売上高は、前年同四半期に比べ３百万円増加し、14百万円(前年同四半期

比34.8%増)となり、売上高の増加などにより、営業利益は、前年同四半期に比べ３百万円増加し、７百万円

(前年同四半期比92.3%増)となった。

その他の事業

その他の事業の売上高は、57百万円(前年同四半期比0.2%増)となり、営業利益は、前年同四半期に比べ10

百万円増加し、20百万円(前年同四半期比104.0%増)となった。

　

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ40億19百万円減少し、805億34百万円とな

った。これは、「受取手形・完成工事未収入金等」が16億34百万円増加したが、「現金預金」が49億38百万円及

び「その他」に含まれる「未収消費税等」が13億41百万円それぞれ減少したことなどによるものである。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ61億73百万円減少し、476億37百万円となった。これは「未払法人税等」

が３億72百万円増加したが、「支払手形・工事未払金等」が29億63百万円及び「未成工事受入金」が33億37百万

円それぞれ減少したことなどによるものである。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ21億54百万円増加し、328億96百万円となった。これは、親会社株主に

帰属する四半期純利益23億３百万円の計上などによるものである。

また、自己資本比率については、前連結会計年度末の35.0%から39.3%となった。

当社グループの連結自己資本については、着実に増強されており、中期経営計画「中計77」の最終年度である

当連結会計年度においては、目標達成のために、引き続き、中期経営計画「中計77」の主要施策を確実に遂行す

る。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益32億45

百万円を計上し、未払又は未収消費税等の増減などがあったが、売上債権の増加並びに仕入債務及び未成工事受

入金の減少などにより、41億73百万円のマイナス(前年同四半期は43億11百万円のプラス)となった。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出及び有形固定資産の取得による支出などが

あったが、定期預金の払戻による収入などにより、31億24百万円のプラス(前年同四半期は41百万円のマイナス)

となった。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出などにより、６億78百万円のマイナス

(前年同四半期は２億27百万円のプラス)となった。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の「現金及び現金同等物の四半期末残高」は、前連結会計年度末に比

べ14億51百万円減少し、255億50百万円となった。

(4) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループにおける運転資金及び設備投資資金の調達は、自己資金、借入金及び社債によっている。

なお、提出会社は、平成30年10月完成予定の建物等を建設中である。

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はない。

また、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更も行っていない。

　

　

(6) 研究開発活動

建設事業

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７百万円であった。

なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行っていない。

　

不動産事業及びその他の事業

研究開発活動は特段行っていない。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 154,792,300

計 154,792,300

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,498,097 34,498,097
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株である。

計 34,498,097 34,498,097 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　

該当事項はない。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年７月１日～
平成30年９月30日

― 34,498,097 ― 5,061 ― 1,400
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

公益財団法人大島育英会 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 6,756 19.66

関東興業株式会社 東京都江戸川区船堀三丁目７番13号 3,700 10.76

大 島 義 和 東京都千代田区 3,084 8.97

株式会社マリンドリーム 東京都江戸川区東小松川三丁目１番１号 2,100 6.11

株式会社ＭＢサービス 東京都江戸川区船堀三丁目７番13号 1,750 5.09

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,647 4.79

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 771 2.24

BRITISH EMPIRE TRUST PLC
（常任代理人 株式会社みずほ
銀行決済営業部）

51 NEW NORTH ROAD EXETER DEVON EX4 4EP
UNITED KINGDOM
（東京都港区港南二丁目15番1号 品川イン
ターシティA棟）

766 2.23

ナカノ従業員持株会 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 633 1.84

ナカノ友愛会投資会 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 620 1.81

計 ― 21,830 63.51
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 126,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

343,016 ―
34,301,600

単元未満株式 普通株式 70,397 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 34,498,097 ― ―

総株主の議決権 ― 343,016 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ1,600株(議決権16個)及び50株含まれている。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式29株が含まれている。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都千代田区
九段北四丁目２番28号

126,100 ― 126,100 0.37
株式会社ナカノフドー建設

計 ― 126,100 ― 126,100 0.37

２ 【役員の状況】

　

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、和泉監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 31,885 26,947

受取手形・完成工事未収入金等 ※3 26,525 ※3 28,159

未成工事支出金 1,505 1,557

その他のたな卸資産 ※1 54 ※1 54

その他 5,072 4,139

流動資産合計 65,043 60,858

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,890 2,836

土地 10,790 10,790

その他（純額） 524 472

建設仮勘定 199 563

有形固定資産合計 14,406 14,662

無形固定資産 1,016 1,054

投資その他の資産

投資有価証券 3,555 3,560

その他 552 415

貸倒引当金 △21 △17

投資その他の資産合計 4,087 3,958

固定資産合計 19,510 19,675

資産合計 84,554 80,534
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※3 37,373 ※3 34,409

短期借入金 650 600

1年内償還予定の社債 40 -

未払法人税等 590 962

未成工事受入金 9,162 5,825

引当金 671 794

その他 1,200 1,142

流動負債合計 49,688 43,734

固定負債

社債 1,000 1,000

長期借入金 1,640 1,485

繰延税金負債 445 483

退職給付に係る負債 378 286

その他 659 649

固定負債合計 4,123 3,903

負債合計 53,811 47,637

純資産の部

株主資本

資本金 5,061 5,061

資本剰余金 1,400 1,400

利益剰余金 22,904 24,795

自己株式 △32 △33

株主資本合計 29,333 31,223

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,034 1,036

為替換算調整勘定 △734 △557

退職給付に係る調整累計額 △71 △42

その他の包括利益累計額合計 228 437

非支配株主持分 1,180 1,235

純資産合計 30,742 32,896

負債純資産合計 84,554 80,534
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 48,031 56,998

売上原価 43,357 51,492

売上総利益 4,674 5,505

販売費及び一般管理費 ※1 2,561 ※1 2,573

営業利益 2,113 2,932

営業外収益

受取利息 167 171

受取配当金 24 28

為替差益 7 95

その他 18 38

営業外収益合計 217 333

営業外費用

支払利息 17 15

その他 5 2

営業外費用合計 22 17

経常利益 2,308 3,248

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 11 -

特別利益合計 11 0

特別損失

訴訟関連損失 8 2

その他 8 0

特別損失合計 17 3

税金等調整前四半期純利益 2,302 3,245

法人税、住民税及び事業税 308 778

法人税等調整額 77 141

法人税等合計 386 920

四半期純利益 1,916 2,324

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 21

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,913 2,303
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 1,916 2,324

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 115 2

為替換算調整勘定 403 210

退職給付に係る調整額 34 29

その他の包括利益合計 552 242

四半期包括利益 2,469 2,567

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,426 2,512

非支配株主に係る四半期包括利益 42 54
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,302 3,245

減価償却費 175 152

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △70 △21

受取利息及び受取配当金 △192 △200

支払利息 17 15

売上債権の増減額（△は増加） 3,524 △1,249

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,605 △52

仕入債務の増減額（△は減少） △3,235 △3,139

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,499 △3,352

未払又は未収消費税等の増減額 △534 1,651

その他 △179 △1,001

小計 4,701 △3,951

利息及び配当金の受取額 190 202

利息の支払額 △16 △15

法人税等の支払額 △563 △409

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,311 △4,173

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,418 △583

定期預金の払戻による収入 4,398 4,107

有形固定資産の取得による支出 △63 △378

その他 40 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △41 3,124

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △210 △50

長期借入れによる収入 900 -

長期借入金の返済による支出 △35 △155

社債の償還による支出 △40 △40

配当金の支払額 △343 △411

その他 △43 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー 227 △678

現金及び現金同等物に係る換算差額 493 275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,990 △1,451

現金及び現金同等物の期首残高 24,364 27,001

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 29,354 ※１ 25,550
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はない。

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示している。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ その他のたな卸資産の内訳

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

不動産事業支出金 48百万円 48百万円

材料貯蔵品 6 5

２ 保証債務

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

ナカノシンガポール(PTE.)LTD.及
びその子会社の受注工事に係る金
融機関等の工事履行保証に対する
債務保証

3,007百万円 3,903百万円

　

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理して

いる。

なお、当第２四半期連結会計期間の末日は金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形等が四半期連結会計期間末日残高に含まれている。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形 2百万円 1百万円

電子記録債権 47 14

支払手形 766 920

電子記録債務 1,452 1,934

(四半期連結損益計算書関係)

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

従業員給料手当 1,101百万円 1,076百万円

賞与引当金繰入額 193 243

退職給付費用 78 68
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金預金勘定 32,853百万円 26,947百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△3,499 △1,397

現金及び現金同等物 29,354 25,550

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 343 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

　(注)１株当たり配当額には特別配当３円が含まれている。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　 該当事項はない。

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 412 12.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　 該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結
損益
計算書
計上額

建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本
東南
アジア

計

売上高

外部顧客への売上高 30,868 16,595 47,463 500 10 510 57 48,031 ― 48,031

セグメント間の
内部売上高又は振替高

0 ― 0 0 ― 0 ― 0 △0 ―

計 30,868 16,595 47,463 500 10 510 57 48,031 △0 48,031

セグメント利益 (注)３ 1,406 410 1,816 282 3 286 10 2,113 △0 2,113

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業及び保険代理業で

ある。

２ セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結
損益
計算書
計上額

建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本
東南
アジア

計

売上高

外部顧客への売上高 40,919 15,497 56,416 509 14 523 57 56,998 ― 56,998

セグメント間の
内部売上高又は振替高

0 ― 0 0 ― 0 ― 0 △0 ―

計 40,919 15,497 56,417 509 14 523 57 56,998 △0 56,998

セグメント利益 (注)３ 2,350 263 2,613 290 7 298 20 2,932 △0 2,932

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業及び保険代理業で

ある。

２ セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益 (円) 55.68 67.02

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 1,913 2,303

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

(百万円) 1,913 2,303

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,373 34,372

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

(金融商品関係)

当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価と

の差額に重要性が乏しいため、記載を省略している。

(有価証券関係)

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略している。

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はない。

(重要な後発事象)

該当事項はない。

２ 【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年11月９日

株式会社 ナカノフドー建設

　 取 締 役 会 御中

和 泉 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 森 英 之 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 飯 田 博 士 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナカノ

フドー建設の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日

から平成30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設及び連結子会社の平成30年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年11月９日

【会社名】 株式会社 ナカノフドー建設

【英訳名】 NAKANO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役社長 竹 谷 紀 之

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北四丁目２番28号

【縦覧に供する場所】 株式会社ナカノフドー建設 名古屋支社

　(名古屋市中区丸の内三丁目20番３号)

株式会社ナカノフドー建設 大阪支社

　(大阪市西区阿波座二丁目４番23号)

株式会社ナカノフドー建設 東関東支店

　(千葉市中央区富士見二丁目15番１号)

株式会社ナカノフドー建設 北関東支店

　(さいたま市浦和区高砂三丁目５番７号)

株式会社ナカノフドー建設 横浜支店

　(横浜市中区相生町六丁目104番地)

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長竹谷紀之は、当社の第77期第２四半期(自 平成30年７月１日 至 平成30年９月30日)の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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